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Ⅰ．はじめに
　わが国の将来推計人口は，長期の人口減少過程に
入る一方，高齢化率は上昇を続けている。団塊の世
代が75歳以上の後期高齢者となる2025年には，高
齢化率は30.3％になると推定され国民の約3人に1
人が65歳以上の高齢者となる社会が到来すると推
測されている。また高齢者のいる世帯は全体の4割
を超えており，その中でも独居高齢世帯の増加も著
しく，高齢者の孤立化が問題となっている（内閣
府，2015）。高齢者の孤立化が持続することによっ
て，生きがいの低下，孤独死，消費者被害などが社
会的な問題となっている（内閣府，2011）。このよ
うな急激な高齢化による社会的課題の変化に合わせ
て，日本の高齢者施策も変化してきている。
　厚生労働省（2013）は2025年までに地域包括ケ
アシステムの構築を目指しており，高齢者が住み慣
れた地域で生活を継続するためには，家族だけの支
援に限らず，社会で支える体制づくりを目指す必要
がある。そのためには介護保険などのフォーマル
サービスだけでなく，近隣住民の支え合いや，ボラ
ンティアなどインフォーマルな「互助」の果たす役
割は大きい。

　このような中で，高齢者はこれまでの支えられる
側，サービスの受け手という視点から，支える役
割，自ら能動的に地域で活躍するサービスの担い手
でもあるという視点へシフトしてきている（厚生労
働省，2013）。先行研究においても，高齢者をサポー
トの受け手としてだけでなく，自分のできる範囲で
周囲の人にサポートを提供する存在と捉える研究が
報告されている。地域在住高齢者が地域における支
援の担い手になることで，高齢者自身の生活に対す
る意欲を高め，生きがいとなる効果も示されてお
り（金他，1996；齋藤他，2005；三浦他，2006；矢庭，
2012），高齢者がサポートの受領だけでなく提供も
することは，地域における互助の仕組みづくりにお
いて非常に重要である。
　よって，ますます加速する超高齢社会における地
域在住高齢者の「互助」の推進に向けて，地域在住
高齢者のサポートの受領および提供の現状を把握し，
今後の課題を検討することは重要である。そこで本
研究では高齢者の支え合う「互助」に注目し，「互助」
を「ソーシャルサポートの授受（以下，サポート授
受）」として，地域在住高齢者のサポート授受の現
状と課題についての研究動向を明らかにし，高齢者
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の「互助」の仕組みづくりに向けた基礎資料とする
ことを目的とする。

Ⅱ．方法
　『医学中央雑誌』Web版，PubMedを用い，デー
タベース検索を行った。『医学中央雑誌』Web版
では，キーワードを「高齢者」and「ソーシャルサ
ポートorソーシャル・サポートor社会的支援」and
「授受or受領and提供」で検索を行ったところ，会
議録を除くと38件あった。PubMedでは，キー
ワードを「elderly」「social support」「community」，
「reciprocity」or「reciprocal exchange」 と し，4 7
件の文献が抽出された（2015年8月現在）。その中
からタイトル，抄録から判断して，疾患をもつ高齢
者を対象にした文献や本研究の目的とは異なる文献
を除外した結果，該当文献は26件となった。さら
にhand researchにより2件の日本語文献を追加し
た。以上，合計28件の文献が本研究の分析対象と
なった。
　以上の文献から①研究方法，②サポート授受測定
方法，③サポートの種類，④サポート対象，⑤サポー
トの受領と提供の効果の5点に焦点をあて文献検討
を行った。

Ⅲ．結果
　検討した文献の詳細を表1-1～ -4に示した。
１．研究方法について

　質問紙調査は17件（№4，5，6，9，10，11，12，
14，16，18，19，20，21，23，25，26，27）で最
も多かった。面接を用いた調査は8件（№1，2，7，8，
13，15，24，28），縦断的調査は2件（№3，22），
介入研究1件（№17）であった。横断研究はいずれ
も因果関係について明らかにすることは研究の限界
としていた。
２．サポート授受測定方法について

　野口（1991）の高齢者ソーシャルサポート尺度
を使用している文献が最も多く，6件（№7，10，
12，15，17，21）あった。この野口の開発したソー
シャルサポート尺度は，情緒的サポート，手段的サ
ポート，ネガティブサポートの3種類のサポート各

4項目ずつ計12項目で構成されている。サポート源
の種類としては，「配偶者以外の同居家族」，「別居
の子どもと親族」，「友人・知人・近隣」の3種類とし，
それぞれのサポート源からのサポートの受領の有無
を測定する尺度であり，サポート受領に関しては信
頼性と妥当性が確認されている。しかしながら本尺
度は配偶者関係，サポートの提供に関する測定指標
の開発は課題として挙げており，サポート提供尺度
として用いる場合は，妥当性と信頼性が不確かであ
る。その他の先行研究の測定項目を使用している
文献が10件（№1，2，4，6，8，14，20，23，24，
26）であった。研究者独自の質問項目を設定して
測定している文献は8件（№3，5，11，13，16，
18，19，27）あったが，信頼性・妥当性の検証に
ついてはいずれも記述がみられなかった。自ら尺度
開発し測定している文献は3件（№9，25，28）あり，
内2件（№25，28）は金らの文献であり，信頼性
は検証されているが妥当性についての記載はみられ
なかった。残る1件（№9）の矢庭の尺度について
は信頼性および妥当性は検証されていた。
３．サポートの種類について

　サポート種類の記述があったもののうち，情緒
的サポート・手段的サポートの2種類について検討
したものがもっとも多く20件（№1，2，6，9，10，
11，12，13，14，16，17，18，19，20，21，23，
24，25，27，28）あった。手段的サポートのうち
金銭的サポートに焦点を絞った文献が１件（№3），
情報的サポートに焦点を当てた文献は1件（№5）
あった。ネガティブサポートも含めて検討している
文献は1件（№7）であった。
４．サポート対象について

　サポート授受の対象としては配偶者，子どもを含
めた親族，近隣・友人を対象に測定している文献が
みられた。サポート量を測定している文献によると，
サポート授受の対象としては配偶者が最も多く，次
いで子どもを含めた親族，近隣・友人の順に多いと
の知見がみられた（金他，1996；金他，2000；三浦他，
2006）。
　Litwin（1998）はソーシャルサポートネットワー
クのメンバーが多いほど，サポート提供する機会が
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表1-1　地域在住高齢者のサポート授受に関する研究

№ 研究者（年） 目的 研究方法
①分析対象　②データ収集方法
③サポート授受測定方法　　　
④サポート種類　　　　　　　

サポート対象 ソーシャルサポート（以下サポート）の
受領と提供の効果に関する結果

1 Abolfathi, 
et al.（2014）

他者にソーシャルサポー
トを与えることによる高
齢者の主観的健康状態に
対する効果を検討する

①60歳以上の地域高齢者2,552名
②面接による質問紙調査③Medical 
Outcomes Study Social Support 
Surveyを一部改変④情緒的および情
報的，手段的サポートを含む受領10
項目，提供10項目

親族，友人，近
隣

サポートを受けることおよび与えることは健康
状態の肯定的な自己評価と関連し，特にサポー
トを与えることは主観的健康状態に有意に影響
した。

2 小林，他
（2014）

島嶼部における相互扶助
と在宅サービスの利用実
態を明らかにする

①60～ 90代の高齢者32名②半構成
面接調査③杉澤（1993）の尺度を一
部改変④情緒的サポート受領3項目・
提供3項目，手段的サポート受領2項
目

配偶者，子ども・
嫁・孫，近所・
友人・親戚

配偶者および子ども・嫁・孫からのサポートは，
配偶者受領のみ80代で高かったが，その他は
高齢に伴い低下した。近所・友人・親戚からの
サポートは高齢に伴い，受領と提供ともに低下
しており，地域でのサポート体制維持が必要と
考えられた。

3 Lee, et al.
（2014）

韓国における高齢者と子
どもとの金銭的サポート
授受と心理的な健康（抑
うつと生活満足感）との
関連を検討する

①65歳以上の高齢者で少なくとも子
どもが1人は居て，子どもと同居し
ていない高齢者3,791名②2008年の
韓国人高齢者面接調査による縦断研
究データを使用③研究者独自の項目
④手段的（金銭的）サポート受領1
項目・提供1項目

同居していない
子ども

子どもへの金銭的サポート受領のみの高齢者は
抑うつとの関連は見られなかったが，生活満足
感にはポジティブな関連があった。子どもへの
金銭的サポート提供のみの高齢者は抑うつ傾向
が低く，生活満足度は高かった。子どもからの
金銭的サポート受領のみよりも，受領と提供両
方の高齢者の方が抑うつと生活満足感にポジ
ティブな関連が見られた。

4 相羽，他
（2013）

自殺念慮と知覚された
ソーシャル・サポートの
互恵性やサポート量との
関連を検討する

①20歳以上の男女940名②郵送法に
よる自記式質問紙調査③福岡（2000）
の尺度を一部改変④受領サポート4
項目，提供サポート4項目（「助言・
相談」「慰め・励まし」「物理的・金銭
的援助」「行動的援助」）

家族，親族，友
人，近所の知り
合い，仕事関係
の人，その他

サポート授受バランスがとれいてる状態よりも，
サポート授受バランスがとれていない方が自殺
念慮のある人が有意に多かった。さらに，サ
ポート・ネットワークの弱い群が中程度の群と
強い群よりも自殺念慮のある人が有意に多かっ
た。自殺予防対策の観点からは，サポート授受
バランスがとれていることと，サポート・ネッ
トワークが強いことの両方が，自殺念慮の抑制
には重要と考えられた。

5 大浦，他
（2013）

サロンが健康に関する情
報の入手源となっている
か，サロン参加で情報的
サポートの授受が増える
かを検討する

①サロンの参加者60歳以上の高齢者
172名②自記式質問紙調査（一部聞
き取り調査）③研究者独自の項目④
情報的サポート受領1項目・提供1項
目

病院職員，保健
センター，事業
所，家族や親戚，
サロン参加者，
友人

サロン参加により，情報サポート授受双方の増
加を自覚している割合が約6割，さらに情報的
サポート受領の増加を自覚している割合が約8
割存在していた。サロンは，参加者にとって主
要な健康関連情報の授受の場になっていた。

6 豊島，他
（2013）

ソーシャルサポートの受
領と提供が孤独感を低減
する効果，および両者の
精神的健康との関連性を
検証する

①シニアカレッジ受講生で50歳以上
の男女326名②集合調査法による自
記式質問紙調査③斎藤ら（2005）の
尺度④情緒的サポート受領1項目・提
供1項目，手段的サポート受領1項目・
提供1項目

規定なし 情緒的サポートは孤独感と関連性が認められた
が，手段的サポートとの関連性は有意ではな
かった。またサポートと精神的健康との直接的
な関連性は，手段的サポートの受領を除いて認
められなかった。サポートが精神的健康に及ぼ
す効果は，サポートの有無を認知することが直
接的に影響するのではなく，孤独感という不快
感情を低減することによる効果であると考えら
れた。

7 濱野，他
（2012）

離島在住高齢者のQOL
へのインフォーマルサ
ポート等の影響要因を明
らかにする

①65歳以上の高齢者1次調査（QOL
測定）94名，2次調査（QOL関連要因）
17名②半構造的質問紙を用いた面接
調査③野口（1991）の尺度を一部改
変④ポジティブな情緒的サポート受
領5項目，ネガティブな情緒的サポー
ト受領2項目，手段的サポート受領4
項目，提供項目は不明

市役所，保健所，
社協等のフォー
マル資源，家族・
親戚・友人・仕
事仲間等のイン
フォーマル資源

離島高齢者のQOL維持・向上にとって，島民
間の人間関係が基盤になった食材の提供や手段
的サポートや情緒的サポートが重要な役割を果
たしている。ポジティブな情緒的サポートは
QOL高群も低群も同様に受けていたが，ネガ
ティブサポートはQOL低群に多く認められ人
間関係で悩んでいる人がいる。これに対し他者
からのポジティブな情緒的サポート受領により，
精神的健康が高められていた。
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№ 研究者（年） 目的 研究方法
①分析対象　②データ収集方法
③サポート授受測定方法　　　
④サポート種類　　　　　　　

サポート対象 ソーシャルサポート（以下サポート）の
受領と提供の効果に関する結果

8 豊里，他
（2012）

地域高齢者の抑うつ傾向
について，身体的健康，
ソーシャルサポートおよ
びスピリチュアリティの
側面から包括的に検討を
行い，うつに対する予防
的方略を検討する

①65歳以上高齢者475名②半構成的
面接③埴淵ら（2008）の尺度④手段
的サポート受領1項目・提供1項目

規定なし 地域高齢者の抑うつ傾向には，単変量ロジス
ティック回帰分析の結果では，サポート授受で
きない者で抑うつ傾向となるリスクが有意に高
かったが，多重ロジスティック回帰分析の結果
ではサポート授受と抑うつ傾向に関連はみられ
ず，身体的健康とスピリチュアリティが有意
な関連を示し，良好な身体的健康や高いスピリ
チュアリティが抑うつ傾向となるリスクを有意
に低めた。

9 矢庭（2012） 地域高齢者のソーシャル
サポートの授受バランス
と自尊感情の関係を明ら
かにすること

①65歳以上の自立高齢者305名②
郵送による自記式質問紙調査③野口
（1991）の尺度を参考に研究者自身
が尺度を開発④情緒的サポート受領
3項目・提供3項目，手段的サポート
受領3項目・提供3項目（尺度の信頼
性・妥当性は検証されている）

家族，友人，近
隣

手段的・情緒的サポートの授受量が共に多い高
交換型が最も多かった。男女共に手段的サポー
トの授受のバランスがとれている者，情緒的サ
ポートに関しては，受領と同程度以上にサポー
トを提供している者の自尊感情が高いことが明
らかとなった。

10 百瀬，他
（2011）

地域中高年者の社会活動
への参加意識に関連する
要因について明らかにす
る 

①シニア大学受講者で60歳以上の高
齢者211名②集合調査法による自記
式質問紙調査③野口（1991）の尺度
のうちポジティブサポート受領を使
用④情緒的サポート受領4項目・提供
4項目，手段的サポート受領4項目・
提供4項目

規定なし 中高年者の社会活動に参加する意識の関連要因
としては主観的に健康であること，交流関係を
持ち，サポート受領し，同時に提供しているこ
とであった。

11 村田，他
（2011）

地域在住高齢者のサポー
ト授受を行う相手の種類
別にみたサポート授受割
合を明らかにするととも
に，サポート授受の相手
の有無と抑うつとの関連
について検討する

①2003年に65歳以上高齢者を対象
に行ったA調査のうち29,571名②郵
送による自記式質問紙調査（2次利用）
③研究者独自の項目④情緒的サポー
ト受領1項目・提供1項目，手段的サ
ポート受領1項目・提供1項目

同居家族，別居
の子や親族，近
隣・知人・友人

サポート授受の相手にかかわらず，サポート授
受の相手がいる高齢者は抑うつが少なく，独居
など同居家族からのサポートが得られない状況
であっても，それ以外の人々とのサポートの授
受が高齢者の抑うつを防ぐ可能性が示唆された。

12 百瀬，他
（2010）

社会参加を積極的に行お
うとする中高年者の主観
的健康感とその関連要因
について明らかにする

①シニア大学受講者で57歳以上の高
齢者278名②集合調査法による自記
式質問紙調査③野口（1991）の尺度
のうちポジティブサポート受領を使
用④情緒的サポート受領4項目・提供
4項目，手段的サポート受領4項目・
提供4項目

規定なし 主観的健康感が高い健康群と低い非健康群では
サポートの授受に有意差が見られ主観的健康感
が高い人ほど，サポート授受量が多かった。ソー
シャルサポートの授受量は主観的健康感や生活
の満足感にポジティブに影響した。

13 島内，他
（2010）

百寿者介護におけるソー
シャル・サポートの授受
状況を「三者モデル」を
用いて検討する

①百寿者を介護する主介護者6名②
訪問面接による聞き取り調査③研究
者独自の項目④情緒的サポート8項
目，手段的サポート7項目について
受領および提供されているサポート
源の数

主介護者と百寿
者，主介護者と
支援者（サービ
ス事業者，他の
家族等），支援
者と百寿者間

支援者から百寿者に提供されるサポートが同時
に，主介護者に対するサポートにもなっている。
主介護者が百寿者からの情緒的サポートを望ん
でいるのに提供されない場合には，主介護者の
精神的負担度が高いことが示唆された。百寿者
と主介護者の関係性が良好でない場合は，主介
護者は支援者から情緒的サポートを多く提供さ
れても精神的負担度は軽減されない傾向であっ
た。

14 深瀬，他
（2009）

高齢者のサポート対象者
の続柄・性を要因にした
サポート授受量の比較を
行いサポート授受と心理
的健康（幸福感）の関連
を検討する

①教養講座・健康教室等に参加する
60歳以上の高齢者170名②自記式質
問紙調査③金ら（2000）の尺度（得
点方法は一部変更）④情緒的サポー
ト受領2項目，提供2項目，手段的サ
ポート受領2項目・提供2項目（尺度
の信頼性は検証はされている）

配偶者，息子，
娘，婿，嫁

男性では配偶者と息子へのサポート提供と幸福
感に関連がみられたが，サポート受領と幸福感
には関連がみられなかった。女性では娘から受
領する情緒的サポート，娘へ提供する情緒的・
手段的サポート，婿へ提供する情緒的サポート
が幸福感と関連していた。

表1-2　地域在住高齢者のサポート授受に関する研究
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№ 研究者（年） 目的 研究方法
①分析対象　②データ収集方法
③サポート授受測定方法　　　
④サポート種類　　　　　　　

サポート対象 ソーシャルサポート（以下サポート）の
受領と提供の効果に関する結果

15 村山，他
（2009）

社会関連性指標を用い，
中高年者の社会とのかか
わりの状況を身体・心理・
社会的側面から検討する

①40歳以上島嶼地域住民148名②他
計式質問紙法を用いた訪問面接調査
③野口（1991）の尺度を一部使用④
サポート受領・提供計16項目（具体
的な記載なし）

規定なし 社会とのかかわりには「サポート受領」「サポー
ト提供」「楽観自己感情」「同居者の有無」「入
院の有無」が関連していることが明らかになり，
身体的側面だけでなく，心理的側面のあり様に
ついても視野に入れて中高年者の社会とのかか
わりを検討していく必要が示された。また，ソー
シャルサポートの種類だけでなく，その方向性
とともに，同居者の有無も重要な因子であるこ
とが明らかになった。

16 亀山，他
（2007）

中高年における周囲から
受領，または提供したサ
ポートとうつ状態との関
連を検討する

①2005年度に実施された住民意識調
査のうち，40歳以上80歳未満の地域
住民430名②自記式質問紙調査（2次
利用）③研究者独自の項目④情緒的
サポート受領1項目・提供1項目，手
段的サポート受領1項目・提供1項目

家族や親族，友
人や近所の人，
仕事関係，その
他

うつ状態に最も大きな影響を与えるのは家族や
親戚からの手段的サポートであった。特に，家
族や親戚から手段的サポートを提供されている
が，情緒的サポートの提供が無い場合はうつ状
態へのリスクが高かった。また，家族や親戚を
含めて，周囲からの手段的サポートを受領して
いない場合もうつ状態へのリスクが高かった。

17 藤原，他
（2006）

高齢者の知的ボランティ
ア活動から得られた知見
と課題を整理し，高齢者
による社会活動の有効性
と活動継続に向けた方策
を明らかにする

①60歳以上のボランティア群67名，
対称群74名②介入研究③野口（1991）
の尺度のうちポジティブサポート受
領を一部使用④情緒的サポート受領
2項目・提供2項目，手段的サポート
受領2項目・提供2項目

同居家族，別居
の子や親戚，友
人・近隣

友人など家族以外とのサポートの授受に関して，
ボランティア群は対照群に比べてサポート提供
が有意に増加し，サポート受領は有意に減少し
た。

18 林，他（2006） 大都市独居高齢者の子ど
もとのサポート授受パ
ターンと基本属性および
生活満足度との関連を明
らかにする

①65歳以上の独居高齢者371名②郵
送法による自記式質問紙調査③研究
者独自の項目④情緒的サポート受領
2項目・提供2項目，手段的サポート
受領2項目・提供2項目

独居高齢者の子
ども

性別，年齢，子どもとの居住距離は，手段的・
情緒的サポートの両方の授受パターンに，主観
的健康度は，手段的サポートの授受パターンの
みに，暮らし向きは，情緒的サポートの授受パ
ターンのみに関連がみられた。また，サポート
の授受をあまり行っていない高齢者，あるいは，
子どもへのサポートの提供のみが高い高齢者よ
り，子どもとのサポートの授受を双方に行って
いる高齢者のほうが，生活満足度が高いことが
明らかになった。

19 三觜，他
（2006）

在宅高齢者の検診受診行
動とソーシャルサポー
ト・ネットワークとの関
連性について，社会的背
景の異なる三地域で男女
別・地域別に検討する

①札幌市70歳573人，夕張市69～
70歳513人，鷹楢町69歳以上75歳
未満375人の合計1,461人②郵送法
による自記式質問紙調査③研究者独
自の項目④情緒的サポート受領項目・
提供項目，手段的サポート受領項目・
提供項目（項目数詳細不明）

規定なし 男性において，検診「受診群」は「非受診群」
に比較して，手段的・情緒的サポートを多く受
領しているだけでなく，さらにサポートの提供
を自らしている者の比率が高く，サポート授受
が検診受診行動と有意な関連を認めるという結
果が得られた。しかし，女性ではいずれの項目
も有意な関連を認めなかった。

20 三浦，他
（2006）

高齢者におけるソーシャ
ルサポート授受と自尊感
情，生活充実感の関係を
検討する

①高齢者大学に所属する50代以上
の高齢者589名②質問紙調査③堤ら
（2000）の尺度（JMS-SSS）を一部
改変④情緒的サポート受領4項目・提
供4項目，手段的サポート受領6項目・
提供6項目

配偶者，家族，
友人・知人・近
隣等

ソーシャルサポート授受と自尊感情や生活充実
感には正の関連がみられた。サポート対象にか
かわらず，サポート授受量の高い高齢者は，低
い高齢者に比べて自尊感情や生活充実感が高
かった。

21 吉井，他
（2005）

地域在住高齢者の社会
関係の特徴 （ソーシャル
ネットワーク， ソーシャ
ルサポート授受）  とそ
の後2年間の要介護状態
発生の関連性を明らかに
する

①65歳以上高齢者で要介護認定を受
けておらず，かつADLの介助が必要
な者を除いた2,725名②郵送法によ
る自記式質問紙調査③野口（1991）
の尺度のうちポジティブサポート受
領を使用④情緒的サポート受領4項
目，手段的サポート受領4項目，サ
ポート提供は情緒的サポート1項目
のみ

同居家族，別居
家族，友人・知
人（受領のみ）

男性では，知人友人からサポート受領量が多
かった人ほど要介護状態発生リスクが高かった。
特にサポートの提供をしていないにもかかわら
ずサポートを多く受領している場合に，要介護
状態発生リスクが有意に高かった。女性ではサ
ポート提供をしていなかったことが要介護状態
発生リスクの高さと強く関連した。しかし1人
暮らし女性は，他の世帯類型女性で認められた
ソーシャルネットワークの豊富さやサポート提
供と要介護状態発生リスクの低さの関連性が認
められなかった。

表1-3　地域在住高齢者のサポート授受に関する研究
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№ 研究者（年） 目的 研究方法
①分析対象　②データ収集方法
③サポート授受測定方法　　　
④サポート種類　　　　　　　

サポート対象 ソーシャルサポート（以下サポート）の
受領と提供の効果に関する結果

22 岸，他（2004） 海外のコホートによる縦
断研究の文献検討を行い，
高齢者の社会的サポー
ト・ネットワーク状況に
よって，その後の生命予
後に与える効果，および
身体機能の変化に与える
効果について考察する

①高齢者一般②海外のコホート研究，
縦断的研究および英語原著論文のみ
に限定した30件の文献を検討

情緒的サポートの受領，社会活動への参加が高
齢者の早期死亡や身体機能低下のリスクを低減
することが示唆され，その効果は女性よりも男
性における効果が顕著であった。ボランティア
団体参加や他者へのサポート提供が身体機能の
低下や早期死亡を抑制する一方，不適切な手段
的サポート受領はむしろ高齢者の心身の自立を
損なうことが指摘された。

23 瀧澤，他
（2004）

同居家族間のソーシャル
サポートと居住形態や健
康，主観的幸福感との関
連を明らかにする

①65歳以上の高齢者771名②留置
法による自記式質問紙調査③崎原ら
（2000）の尺度（MOSS-E）を使用
④情緒的サポート受領4項目，手段
的サポート受領3項目，提供サポー
ト2項目（尺度の信頼性・妥当性は検
証されている）

同居家族 男性ではサポートと健康や生活習慣との間に関
連がみられたが女性ではほとんどみられなかっ
た。女性では，家族間のサポートは住居の広さ
と関連がみられた。サポート授受が主観的幸福
感に与える影響は女性よりも男性の方が高いこ
とが明らかとなった。

24 Zunzunegui，
et al.（2001）

スペインの高齢者におけ
る家族形態別にみた子ど
もからの情緒的および手
段的サポートと高齢者の
身体的および精神的健康
との関連を検討する

①65歳以上の地域在住高齢者1,193
人②インタビューによる面接調査③
Seeman（1994）らの尺度を使用④
情緒的サポート受領6項目，手段的
サポート受領17項目，提供サポート
については検討されていない

子ども 情緒的・手段的サポート受領が少ないと主観的
健康感も低かった。寡夫になることや子どもと
別に暮らすことは高い主観的健康感と関連が
あった。抑うつ症状は，情緒的サポートと手段
的サポート受領の少なさや子どもと同居してい
る寡夫と関連があった。子どもと同居していな
い寡夫にとって，手段的サポート受領は抑うつ
症状の低さに関連していた。

25 金，他（2000） 農村在住高齢者のサポー
ト授受と主観的幸福感と
の関係を高齢者との続柄
別に検討する

①60歳以上の高齢者1,328名②自記
式質問紙調査③研究者自身が尺度を
開発④情緒的サポート受領2項目・提
供2項目，手段的サポート受領2項目・
提供2項目（尺度の信頼性は検証さ
れている）

配偶者，子ども，
友人

配偶者のいる男性においては，妻からのサポー
ト受領と主観的幸福感とが負の関連を示したが，
妻とサポート授受のバランスが取れているほど
主観的幸福感が高かった。女性の場合，有配偶
者では友人からのサポート受領と主観的幸福感
とは負の関連，無配偶者では友人へのサポート
提供と主観的幸福感とは正の関連が示された。
地域在住の高齢者においては，サポートを受け
るだけよりも，むしろ，サポートを提供するこ
とが主観的幸福感を高めることが示唆された。

26 Craft, et al.
（1998）

相互扶助と自己健康管理
の関連，ソーシャルサ
ポートに満足している状
態や人生の有意義観を含
めたモデルに基づき相互
扶助が自己健康管理を説
明できるかするか検討す
る

①地域在住の65歳～ 99歳の女性69
名②質問紙調査③Krauseら（1990）
の尺度（ISSB-R）を使用④サポート
受領12項目，サポート提供12項目

規定なし 自己健康管理に影響する要因は一般的健康感に
関する認知と他者へのサポート提供と人生の有
意義感であった。

27 Litwin（1998） 高齢期の女性にとってサ
ポート提供を促進する要
因を検討する

①イスラエルに在住の60歳～ 96歳
の女性高齢者140人②質問紙調査③
研究者独自の項目④情緒的サポート
受領および手段的サポート受領計6
項目，ソーシャルネットワークメン
バーに対するサポート提供の程度（助
言，手助けなど）

親族，施設職員，
友人・近隣等

サポート提供にはソーシャルサポートネット
ワークの数や，年齢，宗教への志向性が関連し
ていた。サポート提供機会が減ることでサポー
ト受領の機会も減少する。よって，高齢期にお
いてサポートを提供する機会を持つことが重要
である。

28 金，他（1996） 高齢者におけるソーシャ
ル・サポートの授受と
QOLとの関連性を検討
する

①韓国の農村地域に居住している60
歳以上の高齢者740名②面接による
質問紙調査③研究者自身が尺度を開
発④情緒的サポート受領2項目・提供
2項目，手段的サポート受領2項目・
提供2項目（尺度の信頼性は検証さ
れている）

配偶者，子ども，
友人

サポート提供は年齢と活動能力の高低と密接に
関連しているが，サポート受領はあまり強く関
連していなかった。農村地域の比較的健康な在
宅高齢者は，家族や友人からのサポートを受け
ることよりもむしろ，サポートを提供する，あ
るいは互酬的に交換することが，QOL（生活
満足度，生活の張り）の維持・向上に寄与した。

表1-4　地域在住高齢者のサポート授受に関する研究
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多いと示唆している。村田ら（2011）は，対象の
属性にかかわらずサポート授受の相手がいることで
抑うつが少なくなる可能性を示唆しつつも，サポー
ト授受の対象との関係性によって健康への効果が異
なることも指摘している。
　深瀬ら（2009）は，サポート対象の性と続柄を
要因としたサポート授受の比較と心理的健康の関連
を検討し，男性は配偶者と息子にサポートを提供す
ることと幸福感に関連が認められ，女性は娘から受
領する情緒的サポート，娘へ提供する情緒的，手段
的サポート，および婿への情緒的サポートの提供が，
幸福感が関連していたことを明らかにしている。
５．サポート授受のバランスの効果について

　高齢者にとって，受領することよりもサポートを
提供することの方が，健康状態に有意にポジティブ
な影響を及ぼすこと（Abolfathi,et al，2014），生
活満足度の向上（金他，1996），自己健康管理の向
上（Craft, et al，1998）といった効果があると示唆
されている。さらにサポートの受領と提供の授受の
バランスがとれていることが心理的な健康を促進す
る上で重要とされている。例えばサポート授受の
バランスがとれていることで，自尊感情を高める
（三浦他，2006；矢庭，2012），自殺念慮の抑制（相
羽，2013），生命予後や機能低下の抑制に関連する
社会関連性指標への効果（百瀬他，2011）（村山他，
2009），抑うつの予防（村田他，2011），主観的健
康感への効果（百瀬他，2010），子どもとのバラン
スのとれた授受関係が独居高齢者の生活満足度に効
果（林他，2006），情緒的サポートの授受による孤
独感の低減（豊島他，2013）などが明らかとなっ
ている。情報的サポートの授受の効果として，大浦
ら（2013）は，健康情報の授受があることで，健
康に望ましい行動がとられやすくなる効果を指摘し
ている。Leeら（2014）は手段的サポートのうち金
銭的サポートに焦点を絞り，子どもからの金銭的サ
ポートの受領のみよりも，受領と提供両方の人の方
が抑うつや生活満足感にポジティブな関連が見られ
たことを明らかにしている。
　島内ら（2010）は，介護者と被介護者における
サポート授受の実態を明らかにし，一方的なサポー

トによって介護者や被介護者の精神的負担度が高ま
ることが示唆されている。さらに亀山ら（2007）は，
独居高齢者の場合，家族や親せきからの手段的サ
ポート授受はあっても，情緒的サポートは提供する
のみで家族や親せきからの情緒的サポートの受領が
ない場合にうつ状態へのリスクが高いことを明らか
にしている。吉井ら（2005）は，男性においては
サポート提供をしておらず一方的にサポートを受領
している場合において要介護状態発生リスクが高ま
り，また女性ではサポート提供していないこと自体
が要介護状態発生リスクを高めることを明らかにし
ている。さらに岸ら（2004）は，コホートによる
縦断研究を文献検討した結果，手段的サポートにお
いては，サポート量が過剰である場合や不適切なサ
ポートが高齢者の自尊心や自己統御感を妨げ健康に
悪影響をもたらす側面があることを示唆している。

Ⅳ．考察
１．地域在住高齢者のサポート授受にむけた支援に

ついて

１）高齢者がサポート授受バランスを保つことがで
きる支援の必要性

　サポート授受の効果としては，ポジティブな効果
がある一方で，授受バランスが崩れた場合，ネガティ
ブな効果も明らかになった。よって，今後たとえ要
介護状態になったとしてもサポート受領が一方的に
ならないよう，高齢者の残存能力を生かし，できる
範囲でサポートが提供できる環境づくりが重要であ
ると考えられる。
２）サポート対象としての近隣住民とのつながりに
向けた支援の必要性

　サポート対象としては配偶者が最も多く，次いで
子どもを含めた親族，友人の順に多いことが示唆さ
れているように，家族からのサポートは高齢者に
とって重要である。しかし，前述の通り高齢者のひ
とり暮らしや高齢者のみ世帯の増加といった今後の
社会構造の変化に対応するためには，家族のみなら
ず地域での隣近所の身近な他者とのサポート授受が
高齢者の社会的孤立を防止するためにも大きな役割
を果たしている可能性が考えられる。
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　しかし近年，隣近所と深い関係性を望まない高齢
者が増加しており，近隣との関係が希薄化している
といわれている。内閣府（2009）は，高齢者が地
域や近隣の人と接点を持つ機会があることで，ふれ
あいが生まれ，さらには周囲が高齢者のニーズを把
握するきっかけとなり「支え合い」の関係性が生ま
れると指摘している。
　しかしながら地域や近隣との接点となる高齢者の
社会活動への参加実態は，内閣府の高齢社会白書
（2012）による団塊の世代への調査によると，様々
な社会活動への参加意向を持ってはいるものの，実
際に参加している人は少ない結果であった。さら
に岡本（2006）は，65歳以上高齢者に対する調査
を行い，サポート提供の場であるボランティア活動
への関心のある者や参加意向のある者の割合に対し，
実際に活動しているものの割合が低い結果であった
ことを明らかにしている。このように，必ずしも具
体的な活動には結び付いていない現状があり，高齢
者が地域や近隣の人と接点を持つ機会につながらな
い高齢者が存在していると考えられる。サポート授
受が行える場とともに，社会参加のきっかけづくり
が求められると考えられる。
３）高齢者の身体的レベルに応じたサポート提供が
できる支援の必要性

　ソーシャルサポートにおいては受領サポートと提
供サポート，手段的サポートと情緒的サポートには
高齢者自身の身体的能力が関連していることが明ら
かとなっている。小林ら（2014）は年齢とともに
サポート授受が低下することを明らかにしている。
またLitwin（1998）は高齢期の女性にとって年齢
が若いほど，サポート提供の機会が増えると指摘
しており，林ら（2006），矢庭（2012）は高齢にな
るほどサポート提供より受領の機会が多くなること，
さらに金ら（1996）は年齢に加え，サポート提供
は活動能力の高低と密接に関連しているが，受領サ
ポートはあまり強く活動能力に関連していないこと
が明らかになっている。
　矢庭（2012）は，手段的サポートは情緒的サポー
トに比較して高齢者個々のADLのレベルが影響さ
れやすく，情緒的サポートは健康状態の影響をさほ

ど受けにくいと述べている。また人生経験豊富でそ
の地域に長く住んでいることが多い高齢者は地域に
関する情報的サポートの提供者ともなり得る。以上
のことから，サポートを提供できる高齢者は身体的
機能レベルが高く，情緒的サポートに関しては身体
的機能との関連はみられないことから，サポート授
受バランスを保つためには，要介護状態の高齢者に
対しては例え身体能力が低下したとしても可能であ
る情緒的サポートなどを提供できる配慮が必要であ
り，身体機能が保たれている高齢者に対しては手段
的サポートを提供できる地域づくりなど，高齢者の
身体能力に合わせた支援が求められると考えられる。
２．地域在住高齢者のサポート授受に関する研究に

おける今後の課題

　先行研究で高齢者のサポート授受を測定する場合，
研究者が独自に設定している場合が多く，妥当性・
信頼性が確認されていない研究が多かったことから，
対象者別・手段的サポート，情緒的サポートなど種
類別にソーシャルサポート授受を正しく測定できる
尺度の開発が求められる。
　また先行文献ではサポート対象を特定せず測定し
ている文献も多く，サポート対象別，サポートの種
類別，高齢者の性別ごとのサポート授受バランスを
捉えた上で，検討することによって，より詳しく高
齢者のサポート授受の特徴を捉えることができると
考えられる。
　さらに，横断調査が多く因果関係についての課題
が存在しており，縦断研究による考察が今後もより
一層求められる。
　高齢者のみの世帯の増加に伴い，身近な他者との
支え合いは今後の超高齢社会では必須であり，地域
での互助の仕組みづくりのためには，なんらかの働
きかけが求められる。本研究で明らかになったソー
シャルサポート授受による効果を，より多くの地域
在住高齢者に広めるためにも，サポート受領と提供，
すなわち支え合えるきっかけづくりが求められる。
例えば，現在，介護予防拠点づくりの推進が図られ
ており，その場が身近な地域住民同士の支え合いの
場になることで地域のサポートネットワークが広が
ると考えられ，介護予防活動と併せた互助の仕組み
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づくりの推進が求められる。
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